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研究要旨	
 

【目的】	
 

近年の CT 装置の高機能化に対応して，その放射線事前安全の合理的評価法を開発する．	
 

【方法】	
 

18 台の X 線 CT 装置（東芝社製 7 台，日立社製 3 台，GE 社製 4 台，シーメンス社製 4 台）

を対象に通常臨床時の装置使用時の線量を OSL 線量計で計測し，1）DLP 法および 2）第 188

号法を用いた計算結果と比較した．	
 

【結果及び考察】	
 

方向別の算定値と測定値の比は DLP 法で 1.7±0.6（135	
 °）～57±25（90	
 °）であり、

140 ポイント中 3 ポイントで過小評価した．第 188 号法は 12±8（135	
 °）から 393±306

（90	
 °）であった．DLP 法はより合理的であるが、0.6 程度に過小評価することがあるた

め，パラメータを見直した合理的評価法（Japanese	
 DLP 法）を考案した．残された課題と

して，装置のスループットが向上していることから，従来の想定を超える患者数の増加の

影響に関する検討や日常臨床での DLP の確認が考えられた．	
 

【結論】	
 

X線 CT装置の遮蔽計算法として NCRPが提案している DLP法の課題を改良した放射線事前

安全評価法を開発するとともに，現在使用されている CT 装置の実効稼働負荷および DLP の

評価方法の課題を明確にした．	
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１．目的 
	
 米国 National Council on Radiation Protection & Measurements（NCRP）Report No.1471)

に示された CT装置の遮蔽計算法の一つである Dose Length Product（DLP）法（DLP法）お
よび医薬発第 188 号通知 2)に基づく現行の CT 装置の遮蔽計算法（第 188 号法）と実際の臨床
利用時における測定値を比較し，DLP 法を本邦においてそのまま使用可能かどうかを検証する
とともに本邦における CT装置の遮蔽計算法を提案する． 

 
２．方法および装置 
2-1	
 方法 
	
 平成 25 年 12 月中の 1 週間，光刺激ルミネ
セ ン ス 線 量 計 （ optically stimulated 
luminescence dosimeter : OSLD，長瀬ランダ
ウア社製）を CT室内に配置し，実際に臨床的
に CT を使用した状態での散乱線量を測定し
た（以下，測定法（値））．線量は 1cm 周辺線
量当量を測定した．線量計は部屋の壁の表面に

設置した．そのため，壁からの後方散乱により

測定値に影響を及ぼすことが懸念されたため，その程

度をモンテカルロ計算により確認した．その結果，壁

がコンクリートであった場合 1.01±0.01，鉄であった
場合 1.03±0.01であることから後方散乱による影響を
無視することとした．CT 室内には，床から 1 mの高
さで，頭部方向（0 °），足部方向（180 °），ガント
リー方向（90 °，270°），頭部－ガントリー方向
（45 °，225°），足部－ガントリー方向（135 °，
315°）にそれぞれ 2個配置した．また，バックグラン
ドの測定のために漏洩線の影響を受けにくい室外に 1
個配置した．なお，アイソセンタがガントリーの中心

ではなくやや足側に位置しているため，45 °および
315 °方向においてガントリーによる遮蔽効果を受け
やすく，0 °方向にずらして配置した．配置の模式図
を図 1に示す．なお，CT装置から見た方向を頭部側と
足側と表記したが被検者がいつもその方向にいるわけではない． 
	
 実測と同じ期間について計算にて散乱線量を評価した．計算方法は 1）DLP 法および 2）第
188号法を用いた．  
	
 DLP法は下記の式（1）および（2）を用いて算定する．DLP[mGy・cm]は CT装置に表示さ

図1 測定位置の模式図
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れた値を収集して用いた．散乱係数ｋhead（9×10-5[cm-1]）とｋbody（3×10-4[cm-1]）および定数
1.2は NCRPが提示した数値で，アイソセンタから 1 mの地点での単位 DLPあたりの空気カー
マを示す．これを距離で補正して，評価地点における DLPあたりの空気カーマの算定に用いた．
なお，NCRPでは単純と造影検査の手技数の割合が不明な場合は DLPを 1.4倍し造影検査を施
行したと仮定すると提案されているが，本研究においては単純と造影の手技数を分けて検討を行

っているため係数 1.4は乗じていない． 
	
 第 188 号法では一次線を式（3）あるいは（4）で，散乱線は式（5）および X 線管からの漏
洩線量は式（6）を用いて算定した．ただし，一次線による漏洩線量を評価したのは 90 °と
270 °のみである．パラメータは以下の通りである．なお，本研究では画壁等の遮蔽体による
減弱効果は評価の対象としていない．したがって，遮蔽体の透過率は原則 1 とした．ただし，
一次線についてはガントリーによる対向遮蔽として鉛 2.5 mm（1.47×10-4）を用いた．また，

使用係数，居住係数も 1とした．さらに，空気カーマから実効線量への換算係数は医薬発第 188
号通知において定格管電圧が 80キロボルトを超える場合には，換算係数の最大値 1.433を用い
ることとしていることからこの値を用いた． 
	
 Ep：一次線による漏洩実効線量 [mSv / 3月]，Es：散乱線による漏洩実効線量 [mSv / 3月]，
EL：X線管容器からの漏洩実効線量 [mSv / 3月]，X：X線管焦点から利用線錐方向の 1 mの距
離における空気カーマ [mGy / mAs]，Dt：遮蔽体の厚さ t cmにおける空気カーマ透過率，W：
3月間における X線装置の実効稼働負荷 [mAs / 3月]，E/Ka：空気カーマから実効線量への換
算係数 [Sv / Gy]，U：使用係数，T：居住係数，d：距離 [m]，a：散乱係数 

 
 
	
 	
 Ksec(head)  = khead × DLP × E/Ka× （1/d）2 (1) 

 
  	
 Ksec(body)  = 1.2 × kbody	
 × DLP × E/Ka× （1/d）2 (2) 

   
                                      (3) 
 
 
                                            (4) 
 
	
  
                                            (5) 
 
 
                                        (6) 
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2-2	
 使用装置および器具 
	
 CT装置は東芝社製 7台，日立社製 3台，GE社製 4台，シーメンス社製 4台，合計 18台を
使用した． 
	
 OSLDは各施設に 17個，計 306個配置した． 
	
 測定および算定データ提供施設を表 1に示す． 

 
2-3	
 倫理と施設許可 
	
 本研究では通常の臨床利用中の CT室内の散乱線量と撮影条件（管電圧，実効稼働負荷）や照
射線量（DLP）等の情報を利用して行う研究である．撮影条件や照射線量のデータは，被検者
の個人情報を含めずに取得した．そのため，本研究では被検者情報の取扱いや保管は行わない．

したがって，臨床研究に関する倫理指針に抵触しない． 
	
 ただし，CT検査に付随して得られる情報を扱い，また，病院の施設内で測定を行うため，研
究協力施設の倫理委員会に原則承認申請を行うこととし事前に許可を得て実施した． 
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３．結果 
3-1	
 測定線量 
	
 測定された線量，測定された線量をアイソセンタから

1 mの距離の線量に換算した線量および距離を表 2に示
す． 
	
 次に，測定された線量をアイソセンタから 1 m の距
離の線量に換算し，135 °の線量を 1 とした相対的な
線量比を図 2に示す．測定された線量（バックグランド
を減算）は 0.00（Not Detected:ND）から 25.15 mSv
の範囲で，ND となった評価ポイントは 2 つ（2/144，1.4 ％）であった．同様にアイソセンタ
から 1 mの位置における線量は NDから 170.7 mSvの範囲であった．また，アイソセンタから
測定ポイントまでの距離は 158～494 cmであった．なお，装置 Dの 45°および 225°は測定線
量が NDであったため 1 m換算値は算定していない．また，装置 Gの 45 °および 315 °はガ
ントリーの遮蔽の影響を受けたことが明らかなため除外した．  

 
3-2	
 算定値と測定値の比較 
	
 各施設の評価点におけるDLP法および第 188号法による算定値ならびに測定値に対する比等
を表 3-1～4に示す．また，表 4に DLP法および第 188号法の方向別の測定値に対する比の比
較を示す．  
	
 DLP法は方向別の算定値と測定値の比の平均は 1.7±0.6（135 °）～57±25（90 °）の範
囲で全体の平均は 15となり，方向別の平均では 1を下回らなかった．しかし，それぞれのポイ
ントでは 140ポイント中 3ポイントが 1を下回り過小評価した（2.1 ％）．過小評価の最大は 0.6
であった．第 188号法は方向別の算定値と測定値の比が 12±8（135 °）から 393±306（90 °）
の範囲で全体平均は 102となり，方向別の平均では 1を下回らず過小評価したポイントはなか
った．それぞれのポイントでは 2.9から 1354の範囲となった． 
算定値と測定値の比の方向別の平均ではすべての方向で第 188号法が DLP法より高くなり

5.9～6.9 倍（平均 6.6倍）であった．  
ガントリーや被検者自身の身体による遮蔽割合が少ない方向（45 °，135 °，225 °，315 °）

だけに限定した場合，DLP法は 1.7～4.1の範囲であったが，第 188号法は 12～25で DLP法
の方が測定値に近くなった．ただし，DLP法が過小評価した 3つのポイントのうち 2つはこの
方向であった．残りの過小評価したポイントは 0 °方向であった． 
	
 ガントリー方向（90 °，270 °）では，DLP法がそれぞれ 57と 44であったが，第 188号
法では 393と 284でそれぞれ第 188号法が約 7，6 倍高くなった． 

 

図2 方向別測定線量比（135 °の線量を1とした場合）
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�3"1��CT�� DLP��$"�188���$&����%"�
���	�&��'A+E(�

)��D 45.°�$"225.°!
���
����� �#�!�������*�

DLP 188 ���

0 415.3 2141.7 117.9 3.5 18.2 5.2
45 422.7 2184.9 211.6 2.0 10.3 5.2
90 422.7 2273.9 9.0 47.1 253.5 5.4
135 145.9 751.8 86.4 1.7 8.7 5.2
180 113.1 583.2 14.6 7.7 39.9 5.2
225 274.9 1439.4 161.3 1.7 8.9 5.2
270 237.7 1283.1 5.1 46.3 249.9 5.4
315 545.8 2812.7 312.5 1.7 9.0 5.2
0 529.6 2599.8 148.5 3.6 17.5 4.9
45 440.2 2169.7 245.1 1.8 8.9 4.9
90 544.5 2787.0 13.7 39.9 204.2 5.1
135 146.9 734.6 127.7 1.2 5.8 5.0
180 143.4 704.0 17.9 8.0 39.4 4.9
225 436.6 2142.6 207.2 2.1 10.3 4.9
270 277.1 1423.4 8.5 32.5 167.2 5.1
315 565.4 2775.4 316.9 1.8 8.8 4.9
0 179.7 615.0 57.9 3.1 10.6 3.4
45 72.1 247.7 18.5 3.9 13.4 3.4
90 85.8 306.8 3.1 27.5 98.3 3.6
135 44.2 152.2 43.0 1.0 3.5 3.4
180 26.6 91.0 4.6 5.8 19.7 3.4
225 119.5 409.4 63.4 1.9 6.5 3.4
270 103.8 370.9 3.2 32.6 116.4 3.6
315 72.1 247.7 8.1 8.9 30.7 3.4
0 15.8 74.5 19.6 0.8 3.8 4.7
45 15.8 74.5 0.0 
 
 


90 15.5 75.6 0.3 59.4 290.6 4.9
135 7.1 33.6 11.4 0.6 2.9 4.7
180 5.8 27.4 1.8 3.2 15.1 4.7
225 8.4 39.8 0.0 
 
 


270 19.9 97.4 1.2 16.1 78.9 4.9
315 20.4 96.3 17.6 1.2 5.5 4.7
0 295.3 1114.3 71.6 4.1 15.6 3.8
45 322.5 1221.8 61.4 5.3 19.9 3.8
90 330.4 1300.1 5.8 57.1 224.7 3.9
135 147.2 560.9 72.2 2.0 7.8 3.8
180 57.8 218.4 8.9 6.5 24.5 3.8
225 204.7 779.5 112.8 1.8 6.9 3.8
270 396.8 1559.8 8.1 49.2 193.5 3.9
315 261.7 994.4 43.8 6.0 22.7 3.8

E �	 64

C �	 64

D �	 80

188/��� 188/DLP

A

B �	 64

�	 64

Code ��

�

���

��
Point mSv/3� DLP/���
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�3"2��CT��$DLP��(&�188��#(*���")&#
��#��*��1F5J2�

DLP 188 ���

0 187.8 884.2 60.1 3.1 14.7 4.7
45 124.5 588.5 137.3 0.9 4.3 4.7
90 270.5 1312.7 2.7 99.1 480.8 4.9
135 113.6 537.7 37.7 3.0 14.3 4.7
180 54.5 256.4 6.7 8.1 38.3 4.7
225 98.5 465.0 47.4 2.1 9.8 4.7
270 179.2 871.6 3.0 59.9 291.5 4.9
315 255.7 1203.8 73.9 3.5 16.3 4.7
0 376.6 1219.2 103.4 3.6 11.8 3.2
45 551.4 1784.1 
 
 
 


90 250.0 839.1 7.2 34.7 116.3 3.4
135 170.2 552.0 127.3 1.3 4.3 3.2
180 168.3 544.9 15.5 10.9 35.2 3.2
225 256.9 833.8 68.2 3.8 12.2 3.2
270 406.2 1360.2 3.4 117.9 394.8 3.3
315 562.6 1821.8 
 
 
 


0 214.7 1239.3 78.1 2.8 15.9 5.8
45 343.0 1982.3 116.6 2.9 17.0 5.8
90 332.8 1983.5 7.7 43.4 258.6 6.0
135 410.8 2373.2 212.5 1.9 11.2 5.8
180 99.4 573.6 18.3 5.4 31.3 5.8
225 115.2 665.0 104.5 1.1 6.4 5.8
270 109.9 658.6 4.9 22.5 135.1 6.0
315 204.7 1181.1 134.5 1.5 8.8 5.8
0 12.2 108.3 4.4 2.8 24.5 8.9
45 17.3 155.2 2.5 7.0 62.9 9.0
90 32.1 295.5 1.4 23.5 216.5 9.2
135 14.7 132.5 13.3 1.1 10.0 9.0
180 5.5 49.1 1.3 4.3 37.8 8.9
225 7.0 63.4 5.8 1.2 11.0 9.0
270 23.4 215.9 0.9 25.7 237.2 9.2
315 10.2 91.6 0.9 11.2 100.7 9.0
0 228.6 1133.5 75.3 3.0 15.0 5.0
45 165.1 822.0 45.8 3.6 17.9 5.0
90 314.2 1609.0 8.6 36.3 186.1 5.1
135 183.0 910.3 122.1 1.5 7.5 5.0
180 116.1 575.5 25.5 4.5 22.5 5.0
225 374.2 1858.9 327.0 1.1 5.7 5.0
270 399.6 2043.9 6.9 58.0 296.6 5.1
315 358.6 1781.7 69.8 5.1 25.5 5.0

I �	 16

J GE 64

G GE 64

H �	 64

Point mSv/3� DLP/��� 188/��� 188/DLP

F �	 64

Code ��

�

���

��

3��G$450°�(&3150°%,/-.0$��$	�+�� �!�
)�" '��� 40
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表3-­‐3 各CT装置のDLP法および第188号法による算定値ならびに測定値に対する比等（K～N）

DLP 188 測定値

0 400.7 2358.3 108.6 3.7 21.7 5.9
45 480.9 2829.0 174.9 2.7 16.2 5.9
90 255.2 1559.4 3.6 71.4 436.2 6.1
135 158.7 936.2 75.6 2.1 12.4 5.9
180 133.8 787.7 26.7 5.0 29.6 5.9
225 169.1 999.0 106.4 1.6 9.4 5.9
270 326.5 1992.7 11.1 29.5 180.3 6.1
315 344.3 2026.8 128.6 2.7 15.8 5.9
0 551.9 2515.3 118.8 4.6 21.2 4.6
45 330.4 1507.1 65.3 5.1 23.1 4.6
90 592.6 2791.5 14.9 39.8 187.5 4.7
135 380.0 1736.2 291.3 1.3 6.0 4.6
180 150.2 684.4 20.7 7.3 33.1 4.6
225 227.1 1036.8 150.9 1.5 6.9 4.6
270 330.4 1560.5 6.9 47.9 226.5 4.7
315 339.5 1548.6 80.1 4.2 19.3 4.6
0 283.7 4819.2 73.6 3.9 65.5 17.0
45 205.9 3497.8 119.9 1.7 29.2 17.0
90 375.2 6426.3 4.7 79.1 1354.3 17.1
135 151.3 2574.5 72.2 2.1 35.6 17.0
180 98.7 1676.1 10.8 9.1 155.3 17.0
225 93.8 1596.0 46.0 2.0 34.7 17.0
270 230.8 3955.4 5.8 39.9 683.7 17.1
315 205.9 3497.8 111.2 1.9 31.5 17.0
0 107.5 1617.6 32.7 3.3 49.5 15.1
45 100.9 2068.0 43.0 2.3 48.1 20.5
90 222.8 3380.8 4.5 49.7 753.8 15.2
135 109.2 1646.2 68.9 1.6 23.9 15.1
180 43.7 658.4 6.4 6.8 102.3 15.1
225 25.7 389.2 15.7 1.6 24.7 15.1
270 154.7 2348.8 3.1 49.6 752.8 15.2
315 67.9 1022.5 30.9 2.2 33.0 15.1

M 東芝 320

N 東芝 320

188/測定値 188/DLP

K GE 64

L シーメ
ンス

128

Code メーカ
名

検出器

列数
Point mSv/3月 DLP/測定値



9 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表4 方向別の算定値と測定値の比の平均等

平均 標準偏差 平均 標準偏差

0 3.4 1.6 22 14 6.5

45 3.6 1.9 23 14 6.4

90 57 25 393 306 6.9

135 1.7 0.6 12 7.8 6.7

180 6.8 3.0 45 34 6.7

225 2.1 1.2 13 7.4 6.0

270 44 24 284 190 6.4

315 4.1 2.9 25 21 5.9

平均 6.615 102

Point
[°]

算定値/測定値

188/D LPD LP 188

表3-­‐4 各CT装置のDLP法および第188号法による算定値ならびに測定値に対する比等（O～R）

DLP 188 測定値

0 218.9 1633.3 82.6 2.7 19.8 7.5
45 307.6 2292.0 101.2 3.0 22.6 7.5
90 253.4 1960.2 3.3 78.0 603.1 7.7
135 133.9 1009.9 65.8 2.0 15.3 7.5
180 75.7 564.7 12.7 5.9 44.3 7.5
225 71.1 530.6 38.1 1.9 13.9 7.5
270 200.1 1549.7 8.8 22.6 175.3 7.7
315 231.0 1726.8 95.6 2.4 18.1 7.5
0 307.5 1795.8 94.4 3.3 19.0 5.8
45 150.7 880.0 46.6 3.2 18.9 5.8
90 208.5 1254.7 4.7 43.9 264.4 6.0
135 104.6 608.3 44.5 2.3 13.7 5.8
180 89.2 519.1 11.2 7.9 46.2 5.8
225 62.7 365.9 29.6 2.1 12.3 5.8
270 119.0 720.6 4.2 28.6 173.2 6.1
315 150.7 880.0 35.6 4.2 24.7 5.8
0 199.0 1231.0 54.3 3.7 22.7 6.2
45 101.6 633.6 25.4 4.0 25.0 6.2
90 130.9 836.7 1.2 111.8 715.2 6.4
135 63.8 397.7 36.4 1.8 10.9 6.2
180 63.8 395.8 9.9 6.5 40.1 6.2
225 66.2 414.0 30.4 2.2 13.6 6.2
270 112.0 720.6 3.2 35.2 226.2 6.4
315 96.9 602.0 30.8 3.1 19.5 6.2
0 161.0 510.8 65.845 2.4 7.8 3.2
45 248.9 789.9 64.35 3.9 12.3 3.2
90 193.2 632.9 4.095 47.2 154.5 3.3
135 131.0 416.3 90.35 1.4 4.6 3.2
180 48.3 153.2 11.83 4.1 12.9 3.2
225 65.7 209.5 30.355 2.2 6.9 3.2
270 193.2 632.9 4.29 45.0 147.5 3.3
315 236.0 748.9 67.73 3.5 11.1 3.2

Q シーメ
ンス

128

R GE 64

188/測定値 188/DLP

O シーメ
ンス

64

P シーメ
ンス

128

Code メーカ
名

検出器

列数
Point mSv/3月 DLP/測定値
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４．考察 4-1	
 方向別の線量分布 
	
 散乱線の分布が砂時計型ではなく人が手足を伸ばしている形になることを確認できた．これは

円柱形ファントム測定の時に存在しない被検者自身の身体の遮蔽効果によるものである． 

  
4-2	
 ガントリーによる遮蔽の割合 

 
測定された線量が最も大きかった方向に対するガントリー方向の線量の比を求めた値を表 5

に示す．90 °および 270 °方向のガントリーによる遮蔽割合はそれぞれ平均で 0.031±0.009，
0.041±0.017であった．装置による遮蔽割合の違いはあるものの最小 0.082の遮蔽効果がある
ことを確認できた．メーカや装置によって内部構造が異なる可能性があり遮蔽割合も変わる可能

性があるが 4メーカ 18台のデータからは最低でも 0.1の遮蔽割合を見込むことが可能ではない
かと考えられた．また，DLP法は散乱線を主体とした算定法であるため，この遮蔽割合を導入
することでガントリー方向の算定値を測定値により近づけることができると考えられた．最小の

算定値/測定値は 16.1であるが遮蔽割合 0.1を考慮すると 1.61となり過小評価せずに算定値を
測定値に近づけることができる．  

 
4-3	
 DLP法の課題 
	
 DLP法は第 188号法に比べ測定線量により一致する結果となった．ただし，ガントリーおよ
び被検者自身の遮蔽効果の少ない方向では過小評価したポイントが 2.9 ％（2/68）で全方向で
は 2.1％（3/142）であり，最小では測定値に対する算定値の割合が 0.6になった．DLP法はそ
の根拠が不明確 3,4)で，なおかつ Larsonら 5)が過小評価している可能性を指摘している．遮蔽計

算では CT室の画壁等の遮蔽体の透過率のファクターもあり，これがそのまま管理区域境界の線
量を過小に評価することになるわけではないが，散乱線量の評価の観点からは課題となる． 

 
4-4	
 第 188号法の課題 
	
 NCRPは多列の CT装置の放射線安全評価において，ビームサイズの影響が大きくなること
から，実効稼働負荷をそのまま使って算定することを推奨していない．本研究結果から本邦の実

効稼働負荷を用いた算定法である第 188号法が安全側に評価することは確認できたが方向別の
平均であっても 12～393倍で過大に評価していると考えられる．すべてのポイントで過小評価
せず安全側に評価することは重要であるが，過大過ぎると遮蔽資源を浪費することにつながるた

め，より算定値を測定値に近づける方策の併用と CTの検出器列数（ビームサイズ）を考慮すべ
きかどうかならびに実効稼働負荷評価方法の確立が課題として残った．  

表5 ガントリー方向の線量低下の程度

* 線量が最も高かった方向に対するガントリー方向の線量比

Point[°] A B C D E F G H I J K L M N O P Q R 平均 標準偏差

90 0.036 0.029 0.037 0.023 0.032 0.044 0.024 0.025 0.047 0.031 0.022 0.033 0.022 0.033 0.024 0.047 0.016 0.031 0.031 0.009

270 0.036 0.035 0.032 0.039 0.037 0.030 0.017 0.049 0.043 0.020 0.054 0.027 0.052 0.031 0.082 0.073 0.050 0.032 0.041 0.017
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4-5	
 実効稼働負荷および DLPに関する課題 
	
 本研究において実効稼働負荷の算出に使用する管電流値は平均管電流を調査，使用した．管電

流は，被検者線量を最適化するために体型に合わせ管電流を変調する CT自動露出機構を使用す
ることが主流であるため，1検査内でも値が変動する．装置メーカや被検者の体型，撮影条件に
より異なるが，今回の調査で使用した CT装置における設定最大管電流に対する平均管電流の比
は 63.1 %～75.2 %であった．第 188号法での遮蔽評価では実効稼働負荷の評価が重要である．
しかし，管電流値が変動する現在の CT装置では実効稼働負荷を正確に評価することは困難であ
る．装置メーカの対応協力が必要であり今後の課題である．  
	
 DLPの表示は International Electrotechnical Commission（IEC）60601-2-44 ed3.0 6)で義

務付けられており，本研究で調査した DLPは検査毎に CT装置に表示される値を採用した．ま
た，CT装置に表示されている DLPは平均管電流から算出されていることを確認した．しかし，
本研究の調査により，CT装置に表示されている CT Dose Index（CTDI）volの算出にはスキャ
ン時に設定した最大管電流を使用する方法と実際に照射された管電流の平均値を使用する方法

があり，装置メーカにより異なることが明らかとなった．本邦で現在普及している CT装置はこ
の 2種類の方法が混在している．これは一つ前の IEC60601-2-44 ed2.1 7)では CTDIvol表示は
最大値を表示するように勧告されていたため，装置の製造年により混在することになったと推察

している．つまり，DLP を遮蔽評価に使用するためには管電流の扱いによる影響を小さくする
ため CTDIvol から求めるのではなく，CT 装置に表示された値を使用することが斉一した方策
となる．IEC は 2010 年に IEC606138)によって管電流は平均値で表すことを採用している．こ

れは 2013 年に日本工業規格においても JIST606139)によって採用されている．ただし，CT 自
動露出機構に基づいた DLP 算定は実効稼働負荷の場合と同様に正確に把握することが難しく，
また，メーカ間差の検証が十分なされているとは言い難い上に，CT装置の製造年によっても異
なる可能性もあると考えられる．現在，CTDIvolならびに DLPの表示が平均値を提示する流れ
になっている中で遮蔽計算に使用する場合，DLP の CT 装置ごとの差を十分に把握するかある
いはそれらの影響分を考慮した安全側の設計にすべきではないかと考えられた． 
	
 つまり，CT装置は CT自動露出機構の利用が多い現状を踏まえると，ファントムによる遮蔽
計算方法の研究はあくまで一定の条件下あるいは理論上成り立っているだけと言えるかもしれ

ない．また，メーカや製造年の違いや患者の体型ならびに患者の部位や方法の違いによっても安

全側で，なおかつ過大に評価し過ぎないことを確認することが望ましい． 
	
 これまで欧米を中心に実施されてきた CT 装置の遮蔽計算研究 3-5)は，メーカおよび装置数な

らびに被検者（ファントムを含む）数が限られており検証が不十分である可能性がある．しかし，

本研究では 4メーカ 18台の CT装置の実使用に基づいた評価であり，後述するようにそれらの
影響を織り込みつつ安全側に評価できることを確認できた．  

4-6	
 DLP法と第 188号法のどちらを使うべきか？ 
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 現時点では課題が少ない DLP法が最も合理的に使用できると考えられる．ただし，NCRPの
提案している散乱係数では過小評価する可能性があるため，散乱係数は頭部，体幹部でそれぞれ

2倍（ｋhead（1.8×10-4[cm-1]）とｋbody（6×10-4[cm-1]））にして使用し，ガントリー方向ではガ
ントリーの遮蔽割合 0.1を取り入れるなど，対抗板での遮蔽効果をより適切に考慮すべきである
と考える（Japanese DLP法とする）．散乱係数を倍にしてガントリー方向に遮蔽割合 0.1を考
慮した場合の各方向の平均値は 3.4～11の範囲となる．NCRP が提案した DLP法の課題であ
ったガントリー方向を除いた方向の過小評価とガントリー方向の過大評価の課題を本研究によ

る提案によって解決できた．ただし，第 188号法も 4-4および 4-5に記した課題を解決するこ
とで使用できる可能性がある．また，本研究は 4メーカ 18装置のデータであり，これまで世界
的に行われてきた CT装置の遮蔽計算研究において実際の臨床利用時の規模が最大であること
から，本研究を進めることによって欧米人ではなくアジア人の体型に合わせた 1検査あたりの
散乱係数を求めること等，従来の方法以外の方法を開発することも可能ではないかと考えている．

さらに，今回の報告書では検討出来なかった線量分布図法についても検討が必要である．また，

回転時間の短縮により装置のスループットの向上が図られていることから，従来の想定を超える

患者数の増加の影響に関しても検討が必要であろう． 

 
５．結論 
	
 われわれは，CT装置の遮蔽計算法として NCRPが提案している DLP法の課題を改良した放
射線事前安全の合理的評価法（Japanese DLP法）を開発することができた． 
また，現在使用されている CT装置の実効稼働負荷および DLPの評価方法に課題があること

を明確にできた．  
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